
R7.3.18【令和 7 年度 予算審査特別委員会】総括質疑 

1 

令和 7年 予算審査特別委員会（総括質疑） 

 

1 開 催 期 日   令和7年3月18日（火）  午前10時00分から午前10時57分 

 

2 開 催 場 所   市役所5階 本会議場 

 

3 出 席 委 員   青木崇委員長、佐藤敏男副委員長、坂本覚委員、滝久美子委員、稲田保子委員、 

            桜井芳信委員、野村幸宏委員、佐々木百合香委員、鶴谷聡美委員、松本亜美里委員、 

            児玉正輝委員、阿部勝義委員、藤田豊委員、小玉淳子委員、大迫彰委員、山本博己委員、 

            人見哲哉委員、永井桃委員、川崎彰治委員、中川昌憲委員 

 

4 欠 席 委 員   小田島雅博委員 

 

5 委 員 外 議 員   なし 

 

6 市 側 出 席 者 

 市長             上 野 正 三       副市長            川 村 裕 樹        

監査委員           川 村   豊       教育長            吉 田 孝 志 

 企画部長           千 葉 直 樹       総務部長           尾 崎 英 輝 

 総務部理事          安 田 将 人       財務部長           高 橋 直 樹 

 市民環境部長         阿 部 泰 洋       保健福祉部長         奥 山   衛 

 保健福祉部理事        柄 澤 尚 江       子育て支援部長        及 川 浩 司 

 建設部長           中 垣 和 彦       経済部長           橋 本 柾 紀 

 水道部長           藤 本 正 志       会計室長           三 上 勤 也 

 監査委員事務局長       新 田 邦 広       教育部長           吉 田 智 樹 

 教育部理事          鹿 野 秀 一       教育部理事          新 谷 良 文 

 

7 事  務  局   事務局長        砂 金 和 英   書記        金 田 侑 也 

 

8 傍  聴  者   2名 

 

9 案     件   議案第19号 令和7年度北広島市一般会計予算 

            議案第20号 令和7年度北広島市国民健康保険事業特別会計予算 

            議案第21号 令和7年度北広島市霊園事業特別会計予算 

            議案第22号 令和7年度北広島市介護保険特別会計予算 

            議案第23号 令和7年度北広島市後期高齢者医療特別会計予算 

            議案第24号 令和7年度北広島市水道事業会計予算 

            議案第25号 令和7年度北広島市下水道事業会計予算 

 

 

 

 
議事の経過 
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青木委員長 

 おはようございます。 

 ただいまから、予算審査特別委員会を開会いたします。 

 傍聴の取扱いについては、申合せにより許可することといたします。 

 それでは、 

 議案第19号 令和7年度北広島市一般会計予算 

 議案第20号 令和7年度北広島市国民健康保険事業特別会計予算 

 議案第21号 令和7年度北広島市霊園事業特別会計予算 

 議案第22号 令和7年度北広島市介護保険特別会計予算 

 議案第23号 令和7年度北広島市後期高齢者医療特別会計予算 

 議案第24号 令和7年度北広島市水道事業会計予算 

 議案第25号 令和7年度北広島市下水道事業会計予算 

 以上7件を一括して議題といたします。 

 総括質疑を行います。 

 通告がありましたので、発言を許します。 

 それでは、日本共産党の総括質疑を行います。 

 山本博己委員。 

 

山本委員 

 おはようございます。14 番、山本です。今日は、個別質疑の中で留保した二つの事業について総括質疑したいと

思います。 

 一つは、地域活性化政策補助事業についてです。 

 この事業は、企業版ふるさと納税の仕組みを使って、事業を公募して補助金を支給するという事業でありますけれ

ども、近年、ふるさと納税、企業版ふるさと納税の仕組みを企業の利益に結びつけて、様々な事業展開を行ってきて

いるわけですけれども、このふるさと納税は、財源に苦しむふるさとや地方を応援するという当初の趣旨から大分変

節してきているのではないかなと思うんですけれども、節税ですとか、返礼品などの恩恵を被るというところに非常

に意識が強くなっており、また、企業がそのスキームをいろいろな形で利用してきているのが実態ではないかと思い

ます。 

 近年のふるさと納税などをめぐる動きについて、市長はどういうふうに評価しているのか、見解をお伺いします。 

 次に、ふるさと納税を財源として行っている地域活性化政策補助事業についてお伺いします。 

 本事業は、企業版ふるさと納税を財源として地域活性化を目的とした事業を企業等が提案して実施する事業であり

ますけれども、令和 6年度は二つの事業応募があり、1事業は 250万円の寄附があり、実施することとなりましたけ

れども、1事業は寄附が事業費に達せず実施しなかったということになっております。 

 令和 7 年度の事業を見てみますと、来年度の事業は四つの事業がありましたが、事業構想大学院大学だけが 4,450

万円の寄附があり、実施することになったということになって、来年度の予算の中にこれが組み込まれているわけで

す。 

 事業採択された事業は、あらかじめ寄附金のめどを立てて応募してきているのではないかと推測されますが、こう

した事業のスキームについてどのような評価を持っているのか、市長の見解をお伺いします。 

 次に、こうした地域活性化政策補助事業の効果についてなんですけれども、令和6年度に事業採択された事業があ

ります。「世界一健康なまちづくり 1000＋1Movement 事業」という事業なんですけれども、指輪型の機械の配布な

どを行って、定期的な運動・スポーツのほか、質の高い睡眠活動の実施に関わるきっかけづくりや気づきを促す取組
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を実施するとしています。 

 個別質疑でお伺いしたところ、この補助金を利用して、市内での事業展開をして一定の成果を上げたとの報告がさ

れましたが、どのような成果が生まれたと評価しているのか。また、この事業は、来年度、令和7年度以降も市内で

の取組が行われるのでしょうか。寄附金がある間だけの一過性の事業になっているのではないかと思いますけれども、

見解をお伺いします。 

 次に、来年度の事業展開についてお伺いします。 

 令和7年度の事業は、事業構想大学院大学が学生20名を3年間募集し、計60名ですね、それらの学生が事業構想

を計画して発表するという事業であります。単年度で事業費4,450万円の多くは、学生1人当たり180万円の学費で

あるというふうになっております。 

 学生が作成した事業化計画を発表するとしておりますが、事業の実施は企業などがその事業計画を実施するかであ

り、実施できるかどうかは別とのことであります。大学は本来知的成果を社会や地域に還元することを目的に設置、

設立されているものであります。大学の本来事業であるわけです。 

 こうした事業に、本市のふるさと納税の仕組みを活用していることをどのように評価しているのか、市長の見解を

お伺いします。 

 次に、事業の執行についてお伺いします。 

 本事業は企業版ふるさと納税を財源としているとはいえ、市の補助金として支出されることになります。補助金に

不用額が出た場合の処理などはどういうふうになるのか、見解をお伺いします。 

 次に、もう一つの項目です。ゼロカーボン推進事業についてです。 

 ゼロカーボン推進事業は、ゼロカーボンシティ宣言を北広島市が行ったわけですけれども、これに基づいて事業を

展開するという事業になっております。 

 ゼロカーボンシティ宣言というのは、2050 年に二酸化炭素の排出量を実質ゼロにすることを目指す旨を公表した

自治体でありまして、私はこの北広島市もぜひゼロカーボンシティ宣言をするように議会でも求めてきたところであ

りますけれども、市は、令和 5 年度、2023 年度の市政執行方針において、北広島市ゼロカーボンシティ宣言を表明

したところではあります。宣言をしたことと、この宣言に基づいた取組への決意はどうだったのか、見解をお伺いし

ます。 

 次に、来年度の予算についてです。 

 求められるのは宣言をすることだけでなく、宣言に基づく具体的な取組を進めていくことであると思います。市は

宣言に基づく事業として、ゼロカーボン推進事業を令和6年度から始めましたけれども、従来から実施してきました

太陽光発電などへの補助に加えて、公用車への次世代自動車導入を行うとして、938 万 9 千円の事業費を計上したと

ころです。私は、昨年度の予算委員会でも、この宣言をしたスタートの年に、この公用車の導入だけでゼロカーボン

に向けての取組だということでは不十分ではないかということを指摘してきたところですけれども、令和7年度にな

りますと、この事業費が201万8千円と、令和6年度から大きく減少してきています。大幅に減少した理由はなぜな

のか、見解をお伺いします。 

 ゼロカーボンに向けた取組についてお伺いします。 

 環境省は、2050 年にカーボンニュートラル及び 2030年度の削減目標の実現に向けて、国民・消費者の行動変容、

ライフスタイルの変革を強力に推し進めるため、脱炭素につながる豊かな暮らしをつくる国民運動を展開していると

いうふうに宣言しております。 

 この観点から言っても、ゼロカーボン宣言をしている市の取組としては、市役所自体の脱炭素の取組を促進してい

くこと、環境セクションだけでなく、市全体での施策として展開したり、関係業界への働きかけを全市的に行ってい

くこと、それから、市民、事業者も含んだまち全体での市民運動として、このゼロカーボン運動を取り組むというこ

とが必要ではないかと私は考えております。 

 脱炭素先行地域、これは環境省が選定しているわけですけれども、北海道では石狩市など3自治体がこれに選ばれ
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ているわけですけれども、ゼロ宣言をしている自治体の取組を見てみても、公共施設や地域を丸ごと指定してエネル

ギー供給を炭素削減の観点から進める、また、市全体の運動として事業者や市民への協力を積極的に行っていく、こ

うしたことを取り組んでいるわけです。 

 市として、今後この三つの観点からの取組を強力に進めていく必要があると思いますが、見解をお伺いします。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 上野市長。 

 

上野市長 

 山本委員のご質問にお答え申し上げます。 

 まず初めに、地域活性化政策補助事業についてでありますが、個人版ふるさと納税につきましては、関係人口の拡

大や返礼品の提供を通じた地域産業の活性化に資するものと考えているところであります。 

 企業版ふるさと納税につきましては、自治体が行う民間資金を活用した地方創生の取組の推進や、官民連携による

パートナーシップの構築に資するものと考えているところであります。 

 次に、地域活性化政策補助事業についてでありますが、地域再生法に基づき、市が策定をした地域再生計画に該当

するものであり、かつ、本市の活性化に資するものとして採択された事業に対し、その趣旨に賛同した企業からの寄

附を財源として実施をするものであります。 

 財源の全てを寄附により賄うものであり、民間法人を生かして地域活性化に資する取組が実施できるものと考えて

いるところであります。 

 次に、事業の効果についてでありますが、「世界一健康なまちづくり 1000＋1Movement 事業」につきましては、

ウェアラブル端末を活用し、歩数や睡眠データの可視化により、生活習慣の行動変容を促すことを目的に、令和5年

度、令和6年度の2か年実施をしたところであります。 

 事業の結果、歩数につきましては、1日当たり平均 759歩増加したところであります。また、睡眠につきましては、

1 日当たり平均約 10 分、この睡眠セミナーの参加者については、1 日当たり平均 33 分増加したところであり、いず

れも行動変容につながったものと考えているところであります。 

 なお、本事業につきましては、令和7年度の事業実施に係る寄附がないことから、令和6年度をもって終了の見込

みとなっているところでありますが、事業参加者の行動変容が確認できたことから、その生活習慣が継続されること

を期待するとともに、市としても今後の施策の参考にしてまいりたいと考えております。 

 次に、令和7年度事業についてでありますが、今回提案いただいた事業につきましては、社会人研究員に対する学

習機会を提供するものであり、地域再生計画に掲げる「大志をいだく多様な人材が自らの能力を十分に発揮し活躍で

きる環境の実現を図る事業」に合致するものと考えております。 

 この事業を通じて、研究員の人材育成と研究員による新たな産官学連携のプラットフォームの形成や関係人口の創

出、また、イノベーション創出の拠点となることを期待しているところであります。 

 次に、事業予算の執行についてでありますが、不用額が生じた場合は、北広島市補助金等交付規則に基づき、市に

返還されるものであります。 

 続きまして、ゼロカーボン推進事業についてでありますが、ゼロカーボンシティ宣言につきましては、地球温暖化

対策の推進に関する法律が 2021 年に改正をされ、2050年までの脱炭素社会の実現が基本理念として法に位置づけら

れたことや、国の地域温暖化対策計画の改定により、2050 年カーボンニュートラルの実現などが示されたことを受

け、本市として、温室効果ガスの排出量を実質ゼロにすることを目指した北広島市ゼロカーボンシティ宣言を行った

ものであります。 

 次に、ゼロカーボンシティに向けた取組についてでありますが、これまでも、第3次北広島市環境基本計画に基づ
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き、「カーボンニュートラルを目指した、地球に優しいまち」の実現に向け、市民・事業者・行政が一体となり、脱

炭素社会に向けた取組を推進するとともに、北広島市役所事務事業第5次地球温暖化対策実行計画に基づき、本市の

事務及び事業における温室効果ガスの排出量削減の取組を行っており、引き続き、効果的な温室効果ガスの削減策な

どを実施してまいります。 

 次に、ゼロカーボン推進事業の予算額についてでありますが、令和6年度につきましては、稲穂保育園や北広島団

地住民センター・ファミリーホール、農民研修センター・駐車場などのLED照明への更新を計画したことから、令和

7年度予算額と比べ、事業費が上回ったところであります。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 まず、地域活性化政策補助事業についてお聞きします。 

 まず、確認ですけれども、地域活性化補助事業への寄附金ですけども、幾ら集まっているんでしょうか。また、こ

うした寄附金がどのような経過を経て事業提案者に補助されているのか、そこの仕組みのところを確認も含めてお聞

きしたいと思います。 

 

青木委員長 

 千葉企画部長。 

 

千葉企画部長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 寄附金についてでありますが、これまで、平成 29 年度からの累計で申し上げますと、令和 7 年 1月末現在で、寄

附額につきましては個人版、企業版、一般寄附を合わせまして、31 億 2,100 万円となっているところでございます。

このうち企業版ふるさと納税につきましては、11億5,800万円となっております。 

 次に、地域活性化政策補助事業についてでありますが、この事業は市長の答弁にもありましたとおり、本市の地域

活性化を目的としまして、事業を実施する事業者に対して企業版ふるさと納税を財源とした補助金を交付することに

より、事業者が有する専門性及び人的資源を活用した事業者の主体的な地域活性化に資する活動を促進し、もって活

力あるまちづくりの推進に寄与することを目的とした事業でありまして、令和5年2月に要綱を定め、令和5年度か

ら本格的に開始した事業であります。 

 事業につきましては、事業者からの提案を受け、当該事業の内容を審査し、市として本市の地域活性化に資するも

のとして採択した事業について、市のホームページ等で事業趣旨に賛同いただける企業からの企業版ふるさと納税の

募集を行います。 

 採択事業に対しまして、必要最低補助額まで企業版ふるさと納税が集まった事業について市で予算化し、議会の議

決を得たものについて、市から当該提案事業者に補助金を交付し、事業を実施するものでございます。 

 なお、この採択に当たりまして、採択のプロセスの透明性を高める観点から、外部有識者から成ります市の行財政

改革推進委員会において、公益性、必要性、効果性、適格性、実現可能性、地域活用性の六つの観点から採点をいた

だき、採択基準以上のものを採択しているところでございます。これまで採択した事業のうち二つが事業化している

ところであり、1点目は令和5年度当初に採択しました「世界一健康なまちづくり 1000＋1」、2点目は令和6年度

分として採択しました「市民みんながディレクター」、予算額は163万円となっているところでございます。 

 以上であります。 
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青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 年度ごとの補助金の予算は示されなかったんですけれども、令和6年度の事業、長いので世界一健康なまちづくり

事業と言わせてもらいますけれども、この事業は、令和5年度は7,300万円の補助金がついたということで予算がつ

けられているわけですね。ところが、令和6年度になると、僅か250万円の事業費という形で大幅に下がってきてい

るということなんですよね。これは、250万円はこの 7,300 万円の事業で残ったものを次の年に使ったというだけで、

寄附金がなかったということですよね。 

 令和5年度と令和6年度は、先ほど行動変容を行われたということですけれども、どのような事業を行われて、ど

のような具体的な成果が出てきているのか、示していただきたいと思います。 

 

青木委員長 

 千葉部長。 

 

千葉企画部長 

 世界一健康なまちづくり事業についてですが、令和5年度、令和6年度累計で7,600万円の寄附があり、令和5年

度には7,050万円、令和6年度に550万円を執行しているところであります。令和5年度の補助金の主な使途としま

しては、参加者372名への端末費用、また歩数や睡眠データの分析に係る費用、これと健康行動の変容に対するイン

センティブ付与に係る費用などにかかっているところであり、令和6年度につきましては、主にインセンティブ付与

に係る費用となっているところでございます。 

 また、令和5年度には4回のウォーキングイベント、歩行年齢測定会や歩行セミナー、フィットネスセミナーなど

7回のイベント、令和 6年度には 4回のウォーキングイベント、睡眠時間の増加を目的としたセミナーを 8回開催し

たところであり、これらのイベントは2か年で延べ1,558名の参加があったところであります。 

 なお、このウェアラブル端末を活用した歩数や睡眠データの可視化や関連イベントの実施を通じて、費用、歩数、

睡眠データ、1 日当たり 759歩増加したところであります。また、睡眠は、先ほど市長がご答弁申し上げましたとお

り、増加しており、1日当たり平均 10分、このうち睡眠セミナーの参加者につきましては、1 日当たり平均 33 分増

加しております。 

 いずれも行動変容につながったものと考えております。本事業の成果につきましては、市の今後の施策の参考にし

てまいりたいと考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 これ、7,800 万円ぐらいの事業費を使って行われた事業なわけですけれども、この効果がこれだけでいいのかとい

うところもあると思います。 

 もう一つは、市の地域活性化政策補助金の交付要綱第 10 条 4 項では、寄附者と関係会社にある団体が実施する採

択事業は指定できないとされているわけですね。寄附金を使って、資金が自社の事業に還流するのは好ましくないと

いう趣旨だと思うんですけれども、この世界一健康なまちづくり事業の内容を見てみますと、寄附者であるアシック
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スが、実際の、先ほど答弁にありました様々な事業に参加して、歩行年齢測定などを行っているわけです。 

 この補助金の趣旨からいって、寄附者が具体的な事業実施に関わっていくというのが補助金交付要綱の趣旨からい

ってどうなのか、見解をお伺いしたいと思います。 

 

青木委員長 

 千葉部長。 

 

千葉企画部長 

 お答え申し上げます。 

 企業版ふるさと納税につきましては、寄附企業において、法人税等の軽減効果がありますことから、双方の間で資

本関係がないことを要件としているところであります。一方で、この寄附をきっかけに、事業者等、寄附者による新

たな連携等が生まれているケースもあるというふうに捉えているところでございます。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 これ、企業版ふるさと納税でいきますと、9 割の節税効果があるということで、企業が積極的にこういうのを活用

しているわけです。この活用の仕方で、今言ったように、また自社のいろんな営業ですとか、自社の様々な事業に貢

献するような形で使われているというところに、一つのふるさとの納税の使い道の問題点があるんじゃないかなとい

う気がします。 

 令和7年度の事業を見てみますと、これ、事業構想大学院大学の事業構想イノベーションラボという事業が採択さ

れているわけです。採択を審査した審査会があるわけですけども、その中での議論を見ますと、基本的には、民間企

業に勤めている方が自身の企業において実施できるものを事業構想計画として策定するために大学に通うという想定

になっているわけですね。これを寄附金で無償化して通ってもらうという、そういう事業。これに、市を通して寄附

金をつくって学費を無償にしようという、こういう事業なわけですね。 

 こういう事業の取組方、これについて、どう評価しているんでしょうか、見解をお伺いします。 

 

青木委員長 

 千葉部長。 

 

千葉企画部長 

 お答え申し上げます。 

 行政課題が複雑多様化する中で、行政だけでは取り組めない様々なものがあり、現在いろんな事業を展開しており

ますが、その中で、この構想大学院大学につきまして、運営する新規事業開発及び地域課題解決に取り組む次世代の

リーダーを育成することを目的とした社会人向けの大学院であります。この事業自体、北広島市を中心としました北

海道の地元企業の経営者、また後継者、幹部若手職員、または市の職員等も対象とした大学院の研究ラボでございま

す。 

 ここで生まれた研究結果につきましては、特に北広島市、北海道に地域貢献できる課題、企業が取り組もうとして

いる課題、それが地域に還元できる課題をできるだけ研究していただきまして、それを地域に還元していただくとい

うところでございまして、外部委員会の中でも、そのことを評価していただいた中で基準点を上回る採点をいただい
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たと考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 今、答弁のあった審査会の委員の意見がいろいろ出ているわけですけども、この審査会の委員の意見が二つありま

す。一つは、この事業とか事業者の透明性ですね、それをきちんと確保する必要があるんじゃないかということと、

もう一つは、事業者が自社の営業活動にならないように留意すべきだというような意見も審査会の委員の中から出さ

れているわけですよね。 

 それについて、やはりきちんと事業の執行に当たって対応していく必要があると思いますけれども、見解をお伺い

します。 

 

青木委員長 

 千葉部長。 

 

千葉企画部長 

 この事業に限らず、地域活性化の補助金につきましては、それぞれの事業ごとに補助金の要綱、要領に基づきまし

て、費目ごとに予算化して事業を計画しております。また、外部委員会であります行革の委員会の中で、年に数回開

催しますが、その中で事業の成果とか実績について報告する場面もございますので、内部、そして外部にも内容を公

表していくということになっておりますから、透明性は確保されていると考えております。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 その点については、きちんと見ていく必要があるなと思います。 

 最後に、地域活性化政策補助事業の中で、この来年度の事業構想大学院大学の事業計画は、来年度から3年間実施

するという事業計画になっているわけですけれども、先ほど答弁がありましたこの地域活性化補助事業の基になって

いる事業再生計画、これは令和7年度までの事業計画になっているわけですね。 

 この計画期間との関係はどういうふうに考えているんでしょうか、お考えを示していただきたいと思います。 

 

青木委員長 

 千葉部長。 

 

千葉企画部長 

 お答え申し上げます。 

 現在、市の地域再生計画と上位計画であります総合戦略におきましては、いずれも本年3月末までとなっていると

ころでございますが、現在、国において、国の総合戦略の見直しが行われておりますことから、市の総合戦略と地域

再生計画につきましては、新たな国の総合戦略を踏まえて改定することとし、1 年間の期限の延長申請を行っている

ところであります。今後、改定する地域再生計画におきましても、大志をいだく多様な人材が自らの能力を十分に発
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揮し、活躍できる環境の実現を図る事業につきましては、継続する方向で検討を進めていく予定としているところで

あります。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 地域再生計画自体も、国のほうで今後どういうふうになるのかというところが大きく問われているわけで、その中

で、事業計画についてもきちんと見直していただきたいなというふうに思います。 

 次に、ゼロカーボン推進事業についてお聞きしたいと思います。 

 この事業は、市長答弁にあったように 2050 年度までに温室効果ガスの排出を実質ゼロにするための事業です。本

当に、この取組でゼロにできるのかという、私はこの問題意識を持っているわけです。 

 令和6年度の事業からさらに事業費が減少しているわけですけども、先ほどLED化の問題が市長から答弁されまし

たけれども、令和6年度と令和7年度の事業内容はどういうふうに変わってくるんでしょうか。 

 

青木委員長 

 阿部市民環境部長。 

 

阿部市民環境部長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 ゼロカーボン推進事業の取組内容についてでありますが、令和6年度につきましては市民への太陽光発電システム

や定置用蓄電池などの設置支援としての補助 13 件や、公用車に次世代自動車を 3 台導入するとともに、公共施設の

LED 化として、稲穂保育園などの 4施設において蛍光ランプを更新したほか、北広島環境ひろばや北海道と連携した

啓発イベントの開催、クールシェアスポットの設置開設、市民団体と連携した講演会の開催などを実施しているとこ

ろであります。 

 また、令和 7年度につきましては、6年度からの主な変更点としまして、太陽光発電システムなどへの設置支援と

しての補助を22件に増加し、公共施設のLED化については、当初予算では計上していないところであります。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 次世代自動車についての答弁はなかったんですけども、ないということで考えていいですか。 

 

青木委員長 

 阿部部長。 

 

阿部市民環境部長 

 お答え申し上げます。 

 令和7年度の次世代自動車の導入につきましては、2台となっております。 
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 以上でございます。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 いろんな普及啓発をやっている、補助事業と次世代事業の自動車の導入とLED化ということですけれども、補助事

業を増やしたのはいいと思うんですけれども、車の台数も減っていますし、LED 化については、来年度はないという

ことですけども、このLED化、市の施設で、要するに全部LED化が終わったのでゼロになったと理解してよろしいん

でしょうか。 

 

青木委員長 

 阿部部長。 

 

阿部市民環境部長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 公共施設のLED化につきましては、本市の環境基本計画などに基づきまして施設の新築や改修、機器の更新などに

当たって、LED 照明などの省エネルギー型の機器の導入を推進しているところでありますが、来年度の当初の予算で

は計上しておりませんが、2027 年度までに製造等が廃止となる蛍光ランプの在庫品の流通ですとか、販売状況など

も注視しながら、来年度以降も計画的なLED照明の更新を推進してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 この蛍光管がなくなる 2027 年度というのは、もうすぐなんですよね。だから、地球温暖化の問題もそうですし、

蛍光管の問題もそうなんですけども、LED 自体もこういう取組で本当に達成できるのかどうかということもあります

し、先ほども言ったように、市全体としてきちんとした達成目標を定めて、達成をどこまでやっていくのかというこ

とがないと私は思っているんですよ。ですから、月によって、年によって、こういう形で減っていくということで、

これで本当に達成できるのかなというところが本当に疑問です。 

 市長答弁では、市民、事業者、行政が一体となって脱炭素社会に向けて取組を推進するということなんですけれど

も、令和6年度でこういう一体となって進めている事業の取組の実績と、令和7年度はどういうふうに取り組むのか

ということを具体的に示していただきたいと思うんですけれども。 

 

青木委員長 

 阿部部長。 

 

阿部市民環境部長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 温室効果ガスの削減に係る施策につきましては、北広島市の環境基本計画の成果指標ですとか、2050 年カーボン

ニュートラル達成に向けたロードマップ、また、市役所事務事業の第5次地球温暖化対策実行計画などに基づきまし
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て、各部署における施設や公用車の更新時期などを把握しながら、効果的な温室効果ガス削減策を検討し、計画的に

各種施策を推進してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 今の答弁を聞いて、一つは政策の具体的な取組のペースが非常に見えにくいと、それから取組の中身も非常に見え

にくいという状況になっています。果たして、ゼロカーボン宣言をしている中で、具体的な年次ごとの排出削減目標、

また、排出削減目標に向けて具体的な取組をこういうふうにやっていくんだというところを、トータルにやっぱり示

していく必要があると思います。 

 市としても、こうしたより短い年次目標と、それに向けた取組をきちんと示すべきと考えますが、見解をお伺いし

ます。 

 

青木委員長 

 阿部部長。 

 

阿部市民環境部長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 温室効果ガスの削減に係る年次目標などにつきましては、先ほどもお答え申し上げましたが、市の環境基本計画の

成果指標ですとか、カーボンニュートラル達成に向けたロードマップ、また、事務事業につきましては、市の第5次

の実行計画に基づいて推進をしてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 それをもっと分かりやすい形で示すべき必要があると私は言っているわけで、それをもっと市民の皆さんと、また

事業者の皆さんと共有して、一緒に市全体でこうした取組を運動としてやっていく必要があるというふうに考えるわ

けで、その点の周知、広報についてもっと広めていくべきだと思いますけれども、見解をお伺いします。 

 

青木委員長 

 阿部部長。 

 

阿部市民環境部長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 ゼロカーボンに係る周知、広報などにつきましては、これまでも市の広報ですとか、市の環境イベントなどにおき

まして周知しているほか、小学校などにおきまして地球温暖化防止講座なども開催をしております。今後につきまし

ても、市のホームページ、また広報など様々な媒体を通じて、周知、啓発を行ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 
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青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 それがなかなか十分じゃないなというのが私の考えです。 

 先ほど、初回質問にも言葉として出てきましたけれども、環境省が定める脱炭素先行地域というのを関係者のほう

で選定しているわけですけれども、地域での脱炭素社会の実現のために、電力所消費に伴うCO2の排出量実質ゼロの

実現に向けて、先進的な取組を行う地域として国が選定しているわけです。 

 選定されたからどうなのかということもありますけれども、少なくとも選定されるということは、非常に取組が先

進的で行われていると考えてもいいと思うんですけれども、国が脱炭素ロードマップで、全国で少なくとも100か所

以上の脱炭素先行地域を先行したいとしておりまして、現在、石狩市を含む全国 26 自治体、北海道は石狩市も含め

て3自治体が脱炭素先行地域として選定されているわけですけれども、北広島市もこの脱炭素先行地域に応募して、

全国の先進都市として取組を強めていくべきと考えますが、見解をお伺いします。 

 

青木委員長 

 阿部部長。 

 

阿部市民環境部長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 脱炭素先行地域につきましては、今後、先行地域として選定された自治体の取組事例などを調査研究するとともに、

本市の自然的、社会的条件に応じた施策について検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 質問はこれまでにしますけれども、一つは地域活性化政策補助事業ですね。このふるさと納税でたくさん北広島市

に寄附金が集まっているということはいいことであるとは思いますけれども、先ほども言ったように、9 割の節税効

果があるということで、また、その集まったお金を、いろんな形で、今、使い道を考えていこうということが企業の

ほうでも非常に活発化してきているわけですね。 

 そういう意味で、市としては寄附を頂いて、自分のところのお金が減るわけじゃないという考えなのかも分からな

いんですけれども、本来、一般寄附としてなっていれば様々な事業に使うことができるお金なわけで、そういう意味

では、やはりきちんと透明性なり、使い方の効果ですとか、必要性などをきちんと検討していただきたいと思います。 

 それから、ゼロカーボン推進事業なんですけれども、やはり最終的にゼロカーボンシティを宣言して、市として決

意を表明したわけですから、それにふさわしい事業展開をやっていただきたいなと思います。 

 この200万円がどうなのかという評価もあると思いますけども、私はもっときちんとこういうものにお金を使うと

いうことと同時に、市民や事業者の皆さんの意識を高めていくという取組をやらないと、市だけでいろんな自分の施

設だけをやっていくということでは、温室効果ガスを実質ゼロにするという取組では非常に不十分だと思います。 

 そういう意味で、取組についての考え方をきちんと見直していただきたいと要望しまして、私の質問を終わりたい

と思います。 
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青木委員長 

 以上で日本共産党山本博己委員の総括質疑を終了いたします。 

 以上をもちまして、総括質疑を終了いたします。 

 討論及び採決を行います。 

 まず、議案第19号 令和7年度北広島市一般会計予算の討論を行います。 

 討論の通告がありますので発言を許します。 

 永井桃委員。 

 

永井委員 

 私からは、議案第19号、令和7年度一般会計予算案について、反対の立場から討論いたします。 

 このたびの予算案は、市長選を踏まえた骨格予算でありながら、過去最大規模と計上されております。子ども家庭

センター運営事業や西部地区における義務教育学校の整備など、子育て、福祉、教育に関わる新規事業や拡大事業が

ある一方で、自治体業務におけるDXの推進、情報基盤整備などは看過できないものと考えます。 

 特に、自治体業務における DX 推進、情報基盤整備費ですが、これは行政窓口の対面業務を減らすことによる住民

サービスの低下、自治体独自の施策の抑制、自治体職員のさらなる削減が懸念されます。実際に、デジタル化を口実

に窓口業務を減らし、住民サービスを後退させる自治体が相次いでいます。 

 また、国が令和7年までに目指している全ての自治体の基幹産業システムを統括、管理するガバメントクラウド移

行は、国民の個人情報を国が一括して把握するものであり、しかも国が一元化した個人情報を管理するのは、海外の

IT 大企業であります。重要なデータは、自国で制御できるクラウドに置くデータ試験である欧米諸国と違い、日本

のガバメントクラウドは海外事業者に委ねており、市においてもデータ管理に責任が持てるのか疑問であります。市

は、市民の個人情報を守る義務からも、DX推進、情報基盤整備費の予算計上は見直すべきです。 

 以上のことから、議案第19号、令和7年度一般会計予算案について反対討論といたします。 

 

青木委員長 

 続いて、松本亜美里委員。 

 

松本委員 

 令和7年度北広島市一般会計予算に、賛成の立場から討論いたします。 

 令和 7年度は、令和 3年度からスタートした第 6次総合計画の中間年度であり、上野市長にとっては 5期 20年の

区切りの年でもあります。昨年、北海道ボールパークFビレッジには、道内外、海外から約418万人の方々が来場し、

北広島市に大変なにぎわいと活気がもたらされました。市民にとっても、北広島市への誇りや愛着が高まってきてい

るなど、究極の地方創生として、これまで取り組まれてきたボールパーク構想が本市の魅力を高め、目指す都市像の

実現に向けて大きく寄与していると感じております。 

 また、北広島駅西口では、複合交流拠点施設であるトナリエ北広島が開業し、来週にはエスコンフィールド

HOKKAIDO ホテル北広島駅前の開業も予定されているなど、これまで上野市政が進めてきた各種事業の成果が目に見

える形となり、持続可能なまちづくりの目がまさに芽吹いてきていることを感じるところであります。 

 そのような中で編成されました北広島市の令和7年度一般会計予算は、市長選挙後に財政を留保する骨格予算とし

て編成されましたが、交通結節点形成事業や駅西口周辺エリア活性化事業などのこれまでの事業を継続するための予

算が適切に計上されており、引き続き、北海道ボールパークFビレッジからもたらされる価値と魅力を最大限に発揮

させ、まちづくりの様々な分野に波及効果を生み出すことで、ボールパーク構想と連携した持続可能な都市経営と地

域課題の解決により、将来に夢と希望が持てるまちづくりが推進されていくものと期待するところであります。 
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 また、学びの質の向上を図るための学校ICTの推進や消防力強化のための札幌圏消防通信指令共同整備の推進など、

次世代を担う子どもたちや、市民の皆様が将来にわたって安心して暮らし続けられるまちづくりのための事業につい

ても、適切に予算計上されており、骨格予算でありながらも、当初予算は過去最大規模となったことは、市民サービ

スに必要な経費を積極的に計上した結果であると考えております。 

 また、歳入では市民税が過去最大となる 90 億円を超える額が見込まれており、このことは、これまで進められて

きたまちづくりによる財政への好影響が現れたものとして大変評価できるものであります。 

 市長は、本議会で次期市長選挙に立候補するとの決意も表明されました。これからも北広島市のさらなる発展に向

け、目指す都市像である希望都市、交流都市、成長都市を実現し、市民が安心して暮らし続けられるまちづくり、将

来に夢と希望が持てる、誰もが住みたいと思えるまちづくりを共に進めていけることを祈念し、本予算案に賛成する

ものであります。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 以上で討論を終了いたします。 

 議案第19号 令和7年度北広島市一般会計予算を採決いたします。 

 お諮りいたします。本案を原案のとおり可決すべきものと決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

 

青木委員長 

 起立多数であります。 

 議案第19号は、原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 次に、議案第20号 令和7年度北広島市国民健康保険事業特別会計予算の討論を行います。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 討論なしと認めます。 

 議案第20号 令和7年度北広島市国民健康保険事業特別会計予算を採決いたします。 

 お諮りいたします。本案を原案のとおり可決すべきものと決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

 

青木委員長 

 起立全員であります。 

 議案第20号は、原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 次に、議案第21号 令和7年度北広島市霊園事業特別会計予算の討論を行います。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 討論なしと認めます。 

 議案第21号 令和7年度北広島市霊園事業特別会計予算を採決いたします。 
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 お諮りいたします。本案を原案のとおり可決すべきものと決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

 

青木委員長 

 起立全員であります。 

 議案第21号は、原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 次に、議案第22号 令和7年度北広島市介護保険特別会計予算の討論を行います。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 討論なしと認めます。 

 議案第22号 令和7年度北広島市介護保険特別会計予算を採決いたします。 

 お諮りいたします。本案を原案のとおり可決すべきものと決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

 

青木委員長 

 起立全員であります。 

 議案第22号は、原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 次に、議案第23号 令和7年度北広島市後期高齢者医療特別会計予算の討論を行います。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 討論なしと認めます。 

 議案第23号 令和7年度北広島市後期高齢者医療特別会計予算を採決いたします。 

 お諮りいたします。本案を原案のとおり可決すべきものと決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

 

青木委員長 

 起立全員であります。 

 議案第23号は、原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 次に、議案第24号 令和7年度北広島市水道事業会計予算の討論を行います。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 討論なしと認めます。 

 議案第24号 令和7年度北広島市水道事業会計予算を採決いたします。 

 お諮りいたします。本案を原案のとおり可決すべきものと決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

 

青木委員長 

 賛成多数であります。 

 議案第24号は、原案のとおり可決すべきものと決しました。 
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 次に、議案第25号 令和7年度北広島市下水道事業会計予算の討論を行います。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 討論なしと認めます。 

 議案第25号 令和7年度北広島市下水道事業会計予算を採決いたします。 

 お諮りいたします。本案を原案のとおり可決すべきものと決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

 

青木委員長 

 起立多数であります。 

 議案第25号は、原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 お諮りいたします。 

 当委員会の審査の結果と経過の報告につきましては、正副委員長に一任願いたいと思います。 

 ご異議ございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 ご異議なしと認めます。 

 当委員会の審査報告につきましては、正副委員長に一任と決しました。 

 以上で、当委員会に付託された案件の審査は全て終了いたしました。 

 これをもちまして、予算審査特別委員会を閉会いたします。 

 大変お疲れさまでした。 

 

午前10時57分 

 

委員長 

 

 


